
 

投資家の皆様へ 
 

丸紅株式会社からのダイベストメントを求める要請書 
 
  

私たちは、気候変動やエネルギー問題に関心を持つ日本の環境団体です。このた

び、多くの国外の団体の支援を受けまして、気候変動を防ぐ観点から、皆様が投資

を行っている日本の大手商社のひとつである丸紅株式会社（以下、丸紅）からのダ

イベストメント（融資引き上げ）を求める書簡をお送りさせていただきます。 

 

丸紅は、年間 700 万トンもの石炭を生産し、世界中で新規の石炭火力発電所を建

設している企業です。近年、石炭（化石燃料）は地球温暖化を促進する温室効果ガ

ス（主として二酸化炭素）を大量排出するとともに、環境負荷が非常に高いことが

問題視されています。同社の報告によれば、丸紅はこれまで全世界において発電容

量 100 ギガワット以上の EPC（設計・調達・建設）事業の実績を有し、そのうち約

40GW を石炭火力発電所事業が占めています1。丸紅がこれまでに関与した石炭火力

発電所の発電容量は 3.49 ギガワットですが、現在合計 13.62 ギガワットもの石炭

火力発電所建設計画に関わっています。 
 

 丸紅が新規石炭火力発電所の建設を続けていることは、パリ協定のもとで定めら

れた世界全体の気温上昇を 2℃よりはるかに下回る水準に抑えるとした気候変動目標

に全く反するものです。温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを目指す上で、

カーボンバジェットには、新たな二酸化炭素（CO2）排出源となる新規の石炭火力

発電所を建設する余地は残されていません2。石炭火力発電所を新設することは、パ

リ協定の目標達成への取り組みとは整合しないのです。民間研究機関であるクライ

メート・アナリティクス（Climate Analytics）は、すべての既設石炭火力発電所を段

階的に廃止していく必要があると述べており、そのための目標年を、OECD 諸国は

2030 年までに、中国は 2040 年までに、そしてその他の国々は 2050 年までとしてい

ます。 
 

 気候変動の現状に反し、630 ギガワットを超える石炭火力発電所の新設の計画ま

たは建設が進んでいます。2017 年時点において、120 の企業が、このうちの 550 ギ

ガワットの新規石炭火力発電所の建設を計画していることが明らかにされました。

                                                      

1 丸紅株式会社プレスリリース（2016/03/02 発表）

https://www.marubeni.com/jp/news/2016/release/00013.html 

2 The ‘2°C capital stock’ for electricity generation: Committed cumulative carbon 

emissions from the electricity generation sector and the transition to a green economy, 

Applied Energy, Volume 179, 1 October 2016, Pages 1395-1408 

https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0306261916302495 

https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0306261916302495


この規模は、インド、アメリカ、ドイツ 3 カ国の石炭火力発電所の発電量を合計し

たものに相当します。これら 120 社は、世界でも有数の石炭火力発電事業計画に積

極的な開発業者であるとして、Coal Exit Coal Plant Developers リスト3に掲載されてお

り、ダイベストメントをすべき企業の重要な候補とみなされています。合計 13.62

ギガワットの新規石炭火力発電所建設計画に関わっている丸紅は、このリストの中

で 11 位にランク付けされています。 

 
 

 丸紅は、国外 9 カ国で新規石炭発電所建設を計画しています。9 カ国の多くは発

展途上国であり、中には、ボツワナ、エジプト、モンゴル、ミャンマーのように、

現在、石炭火力発電所の数が少ない、あるいは、まったくない国も含まれています。

これらの国々に新しい石炭火力発電所を建設することは、これから先数十年の電力

供給を石炭に依存させることになってしまうことになります。そのため、丸紅は、

最も積極的な石炭火力発電所の開発業者のひとつだと言えます。 

 

 丸紅の石炭火力発電所建設計画からは、企業として脱石炭を目指し、パリ協定の

目標に取り組もうという姿勢は見られません。同社が、再生可能エネルギー計画に

参入しようとも、石炭関連事業を続ける以上、この事実は変わりません。しかし残

念なことに、丸紅やその他の新規石炭火力発電所計画に積極的な企業は、今までの

石炭関連企業を対象としたダイベストメントから見過ごされてきました。4 
 

 しかし、今では多くの機関投資家がこの抜け穴に気づき、投資対象企業の石炭関

連事業までを考慮してダイベストメント対象枠を広げています。オランダの ABN ア

ムロ銀行（ABN Amro）が、2016 年に世界で初めて石炭火力発電所建設事業者への

資金提供を停止しました。そしてこれまでに、大手保険会社のアクサ生命保険

（AXA）、ゼネラリ保険（Generali）、アリアンツ保険（Allianz）および再保険会社

の SCOR などがこれに続いています。5 

 

 私たち、環境団体は、2018 年に開催される国連気候変動枠組条約第 24 回締約国

会議（COP24）に向け、御社があらゆる石炭火力発電所建設業者からのダイベスト

メント方針を固め、パリ協定が目標とする脱石炭政策への取り組みを進めていただ

                                                      

3 Urgewald, 2017: https://coalexit.org/database 

4 以前は、炭鉱業者、発電事業者および企業収益の中で炭鉱事業や発電事業からの収益

が多くの割合を占める企業が石炭関連企業として認識され、ダイベストメントの対象と

なってきた。この場合、多くのダイベストメント政策から、企業の石炭関連部門の規模

や発電所の拡張計画への関与は考慮されず、その結果、丸紅のような多角経営企業は対

象外となる。 

5 2017 年 12 月、仏保険業界団体のフランス保険協会は、気候変動対応を進めるための

新イニシアチブを発足し、協会に所属する保険会社対し「石炭火力発電の新設を止めな

い電力企業から投資を引き上げ（ダイベストメント）」を求めるとの方針を表明した。 

https://coalexit.org/database


けること、そしてその手始めとして、丸紅からのダイベストメントをご検討いただ

けるよう要請いたします。 
 

 世界の NGO のネットワークは、各国の新規石炭火力発電所の建設を阻止すべく

日々活動を行っています。今後、数ヶ月、金融業界・機関投資家の皆様の本件に関

するご対応をうかがいつつ、必要に応じてさらなるダイベストメント促進活動、ま

たは機関投資家などへの働きかけを進めていく所存です。 
 

本書簡には、丸紅の石炭火力発電の開発に関する情報をとりまとめたサマリーシ

ートと、丸紅が計画中または最近建設が完了した主要 6 ヶ所の発電所に関するファ

クトシートを同封しています。これらの資料は、日本の NGO および各地で影響を

受けている現地コミュニティーの支援を続けてきた NGO によって作成されました。 

 

これらの資料にお目通しいただき、ぜひ丸紅からのダイベストメントをご検討・

実行いただけますよう、お願い申し上げます。その上で、本書に対するご回答を以

下の担当者のメール宛に 8 月 31 日までにいただければ幸いです。 

本文書およびファクトシートの記載内容に関する、お問い合わせは以下の担当者

にメールにてご連絡下さい。よろしくお願い申し上げます。 
 

2018 年 6 月 
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開発と環境チームリーダー 波多江 秀

枝 
hatae@foejapan.org 

 

気候ネットワーク  

理事 平田仁子 
khirata@kikonet.org 

 

「環境・持続社会」研究センター

（JACSES) 

プログラムディレクター 田辺有輝 
tanabe@jacses.org 

 
 

添付書類 

・サマリーシート: “Why Marubeni” 

・ファクトシート （1: チレボン(インドシア)、2: パグビラオ (フィリピン)、3: タバ

メシ (南アフリカ)、4: モルプレ B (ボツワナ)、5: ギソン 2 (ベトナム)、6: 秋田港 (日

本)） 
 

＊これらの情報は、国際環境 NGO FoE Japan、「環境・持続社会」研究センター

（JACSES）、気候ネットワークが、Urgewald、Wahana Lingkungan Hidup Indonesia 

(WALHI)、Botswana Climate Change Network (BCCN)、Life After Coal Campaign、350 
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mailto:hozue@foejapan.org
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